
地方交付税法及び特別会計に関する法律の
一部を改正する法律案の概要
（平成３０年度当初予算関連法案）

施行期日 平成３０年４月１日

Ⅰ 一般財源総額及び地方交付税総額の確保と算定内容の改正（通常収支分）

復旧・復興事業の地方負担分、地方税の減収分等を措置するため、震災復興

特別交付税を４,２２７億円確保

※ 平成３０年度に確保する額 ： ３,２５７億円

平成２９年度に確保した額のうち年度調整分 ： ９７０億円

○ 平成３０年度の普通交付税の算定の基礎となる単位費用の額等を改正

Ⅱ 震災復興特別交付税の確保（東日本大震災分）

【地方交付税法、特別会計に関する法律】

【地方交付税法】

区分 平成３０年度 平成２９年度 増減額

一般財源（地方税＋地方交付税等） ６２兆１，１５９億円 ６２兆 ８０３億円 ＋３５６億円

うち地方交付税 １６兆 ８５億円 １６兆３，２９８億円 ▲３，２１３億円

臨時財政対策債 ３兆９，８６５億円 ４兆 ４５２億円 ▲５８７億円

○ 一般財源総額について、平成２９年度を上回る６２．１兆円を確保

（１）一般財源総額及び地方交付税総額の確保

（２）算定内容の改正

○ 地方交付税総額について、１６．０兆円を確保

○ 臨時財政対策債発行可能額について、平成２９年度よりも抑制して設定

（主な措置）

・ 平成２８年度国税決算に伴う精算の繰延べ ２，２４５億円
※ 平成３４年度から平成３８年度にかけて４４９億円ずつ精算

・ 折半ルールに基づく臨時財政対策特例加算等の国の一般会計加算 ７，０２２億円

・ 地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用 ４，０００億円

・ 交付税特別会計剰余金の活用 ７５０億円
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